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サ ハ ラ以 南の アフ リカ諸 国(以 下SSACsとす る)48カ国 の対外 累積債務 総 額は,表1に 示 され るよ
うに1980年の841億ドルか ら1997年には2,226億ドルへ と約2.6倍増大 してい る。同期 間,SSACsの対外
累 積債務 は年率約13%(約26億ドル)増 大 しているが,重 債務 最 貧国(HIPCs)モザ ン ビー クの累 積債
務増加率 は年平均2596,ウガンダは42%(1990～95年)に達 してい る。{n
97年12月現在,SSACsの累積債務返 済元本 は750億ドル,累 積債務利 子返 済総 額は660億ドル,計1,
410億ドル に達 してい る。エ リック ・トゥサ ン(EricToussaint)の計 算に よれ ば,こ の額はSSACsの教
育お よび厚生(保 険)に 関す る政府予 算総額の約4年度分 にも相 当す る額で あ り,巨 大 な財政 的負担 と
なってい る。ぼ
く表1)SSACsの 基礎経済指標(単 位:億 ドル)
年 度 197⑪ 1980 1990 1996 1997
対外累計債務 841 1962 2272 2226
輸 出 136 916 845 1025 llO3
輸 入 156 917 912 1113 1163
債務/輸 出(%) 91.9 222.2 221.6 201.7
債務/GNP(%) 33.6 74.7 77.8 71.2
(出所)GlobalDevelopmentFinance.1997.vol.】.p.202.
対外累積債務 が急増 してい るの はSSACsのみ に限定 される現 象では ない。 表2に 示 される よ うに途
上国全体 の対外 累積債 務総額 は1980年の6,033億ドルか ら1997年には2兆1,714億ドルへ と約3.6倍増 大




SSACsの輸 出総 額 に対 す る対外 累 積債 務 総額 の比 率(DER)は1997年値 で201.7%であ り,途 上 国全体
の平均値134.3%を凌駕 してお り,SSACsにと り大 き な経 済 的負紐担 とな ってい る。 また表3か ら も明
らか な ように,SSACsは,新 規借 入れ額 の ほ とん どか それ以 上の 債務利 子 を債 権国 に返 済 して お り,
債務 を返済す るため に新規 借款 を供与 され るとい う債務 の悪循環 に陥 ってい る。 世銀 は41カ国 を重債務
最貧国(HeverclylndcbledPoorCountrues-HIPCs)と命名 してい るが,SSACs48カ国 の うち34カ国が 聞PCs
を構 成 してい る。(3)
(表2)全途上国の基礎経済指標(単 位:億 ドル)
主970 1980 1990 1996 1997
対外累計債務 6033 14439 20954 21714
輸出 950 7107 8923 15251 i16165
輸入 993 6869 9249 1608 17140
債務/輸 出(%) 84.9 161.8 137.4 134.3
債務/GNP(%} 21.2 35.0 36.0 34.9
TDS/輸出(%) 12.8 18.0 17.2 16.7
(出所)GlobalDevelopmen`Finance.1997.vol.1.p.16.
(表3)SSACsの債務 ・債務返済 ・FDI(単位=億 ドル)
1970 1980 1990 1996 1997
債務総額 841 1962 2272 2226
資金 フロー(ネ ット)
I
l70 151 172 172 208
新規借入れ 帳鋤 8 il5 40. 8 52
IMF信用供与
I
l 30 66 84 77
FDI 4 0 8 33 30
贈与※ 4 37 123 111 106
資 金流 出(ネ ッ ト)
`
4 76 68 83 123
債務利子支払 恨期) 2 .36 59 47
'
46
FDI利益送金 ll 4 45 42 39
※ 技 術 協 力 費 は 含 ま な い 。
(出所)GlobalDevetopmentFinance.1997.vol.Lp.172ペー ジ よ り 作 成 。
2.成 長の鈍化
表4に 示 され る よ うに1980～85年の期 間,田PCsのGDP成 長 率 は1.3%,1985～90年は2.2%であ っ
たが1990～95年には僅 か1%に 下 落 してい る。また輸 出1申び率 は1980～85年がマ イナ ス0.8%,1985～90
年 が2.7%でしかな く,GDPお よび輸 出伸 び率 とも他 の発 展途上 国 に劣 ってい る。 なお97年度版 世銀 リ
ポ ー トは,1985年～90年の輸 出伸 び率が2,796伸びた要因 と して,世 銀 が推 進 して いる構造 調整 政策 が






HIPCs 一 〇.8 2.7 2.2 1.5
他の発展途上国 3.5 6.9 6.3 5.5
DGP成長率
川PCs 1.3 2.2 1.0 1.6
他の発展途上国 2.6 3.8 3.4 3.3
(出所)AWorldBankBook,GlobalDevelopmnegFinance.1997.vol.1.p.42.
これ まで 世銀 は,30年間以 上 にわた りSSACsに対 して経済 政策 を提 言 しつづ けて きたが,1994年に
発 表 された 世銀 リポー トは,SSACsの経済成 長の鈍化 について以 下の よ うに指摘 してい る。
「ssAcsの経 済成 長率は,1980年代初頭 以 降,植 民 地時代 よ りも低 下 した。 また1980年代 中葉 以 降,
交 易条件は悪化 し,国 際金融 への アクセスは減少 した。1985年の ア フリカ大陸 の2/3の 国の実 質所 得
は,1970年代 よ りも低下 した」`fi)
図1に 示 され る ようにSSACsの輸 出伸 び率は1965～73年の期 間,東 ア ジア ・太平 洋州 を除 く途 上国36
カ国の 平均 を上 回って いた。しか し1974～80年には急激 に下落 し,1981～86年にはマ イナ スを記 録,1987
～91年には プラスに転化 した とはい え,僅 か3%し か 伸びて いない。
また図2に示 され るよ うにSSACsの一人当 りのGDPは1965～1984年の期 間,東 ア ジアを 大 き く凌 駕
していた。 しか し84年以降現 在 に至 る まで一貫 して低 落 傾向 にあ る。 こう した なか でSSACsにお ける
HIPCsは1991年の29カ国か ら1999年には34カ国に増大 してお り,1980年代 以降,経 済状 況が著 し く悪 化
してい る。世銀 リポ ー トは こう した原 因を分析 し,以 下5点を指摘 してい る。((i)1.内乱(civildisturbance),
2.ガ バナ ンスの脆弱 性,3.マ クロ経済政 策の欠如,4.根 深 い構造 的問題(イ ンフラの欠如,国 民
に対 す る健 康管理 お よび食 糧政策 の欠如),5.膨 大 な未熟練 労 働力 の存 在 と公共 機 関(institution)の
脆 弱性 。そ してSSACsの経 済 構造 の特質 につ いて以 下の ように述 べ て い る。 「HIPCsは1980年代,外
部世界 か ら大 きな衝撃 を受 けた。 これ ら諸国 は輸 出収益 を確保す るため に一次 産 品経 済 に依 存 して お り,
一次 産品価 格は1970年代末 を頂点 と し,そ れ以 降急落 したため大 きな被害 を被 った。 近年,一 次 産品 価
格 は若干回 復 しつつ あるが,こ れ ら諸国の交易 条件は1980年以 降,き わめ て悪 化 してい る」{7}。
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3-1.換 金作物栽培=一 次産品経済 コー トジボア ールの事例
対 外累積 債務 は基 軸通 貨で返 済 しなけれ ばな らず,基 軸通 貨 を獲 得す るため には換金 作物栽培 の量的
拡 大 を図 らなけれ ば な らない。SSACsが対外 累 積債務 を全 額返 済 す るため には約2年 間 の 輸 出総 額 が
必 要 と され る。 か つて]MF・世 銀 に よ り 「ア フ リカの 日本」 とまで賞 賛 され てい た コー トジボ アー ル
の対外 累 積債務 は,1996年には200億ドル,GDPの190%に達 してお り,1987年以 降 債務 返 済 が不 可 能
な状 態 に陥 ってい る。 同国 政府 は,既 に1981年には構 造調 整政策 を受 入れ,91年には50%の通 貨切下 げ
を余 儀 な くされて いる。 同 国は世界 最大 の ココア生 産国で あ り,総 人 口約1,500万人の うち,約400万人
が ココアお よび コー ヒー栽培 に依 拠 して生活 を営 んで いる。1997年にお け る同国 の ココア生 産 は1,100
万 トン(世 界生 産 の約40%)に 達 してい る♂8)
ココ アは1976年度GDPの20%,政 府歳 入の25～31%を構 成 してい る。 また コー トジボア ール はt{1:界
第4位の コー ヒー生産 国で もあ る。同 国経済 は,1978年以 降,深 刻 な経 済危 機 に直 面 して い るが危 機 の
発 端 は国 際環境 の悪 化(二 度にわ たる石油 危機,コ ー ヒー,コ コアの国際 価格 の下落)に 起因す る国 際
収 支の悪 化 と して表面 化 してい る。経 済危機 の本 質に関 してデ ュル フ レ(GillcsDurufi6)は以下 の よう
に述 べ てい る。
「1976～78年に国際市 場 にお ける コー ヒーお よび ココア価格 は最高値 をつ けた 後,79年以後,急 激 に
下落 してお り,こ の こ とが コー トジボ アール経 済 の危 機の 引 き金 にな った こ とは確 かで あ る。 だが 一次
産品 価格の 下落のみ が経 済危機の根 本的 な要因 ではない。 国際収 支の悪 化 を引 き起 す に至 った要因 は多
様で あ るが,危 機の 要因 は70年代 を通 じて増 幅 されて きた。 さらに1960～80年までの同 国の経 済 を支 え
て きた経済成 長お よび富 の再配分 に関す る成長 モデル 自体に危機 の要 因が存在 してい る」ω}
「コー トジボ アー ルの主 要 な外 貨 獲得源 は,換 金作物 の輸 出であ り,コ ー ヒー,コ コアの輸 出収 益 は外
貨収 入の 中軸 を構 成 して い る。1950～64年の同国 の農業部 門の年 平均成 長率 は1096(経済成 長率 とほ ぼ
同 じ)で あ ったが,1972～78年には年平均2%に 下落 してい る。78年以 降,農 業 部門 の成長率 は上 昇 し
て い るが,50～60年代 の水準 を回復 する には至 ってい ない。 コ ー トジボ ア ール の農 業 は,他 のSSACs
同様,70年代初頭 以降,粗 放農業 の限界 に直面 してお り,国 際 市場 におけ る コー ヒー,コ コア価格 上昇
も期待 す る ことので きない状 況 に置 かれ てい る。 す なわち1960年代 には コー ヒ 一ー,コ コアを中心 とす る
一次 産品 輸出が同 国経済 の駆 動的役割 を果 た したが,70年代以 降 もはや一次 産品輸 出は その役割 を担 う
こ とがで きず同国 の経 済 は大 きな危 機 に直面 してい る」〈1ω
「60年か ら80年に至 る までの同 国の経 済成長 は,国 外 にお ける生 産増大 の要請 に基づ い て実現 され た
もので あ り,こ の 間,膨 大な資金 が同国 か ら国外 に流出 した。 またこの 間,輸 出(輸 出額 の80%近 くを
農 産物 一次産品 お よび材 木が 占めて いる)が 増 大 し,交 易 条件の改 善が 見 られ た に もかか わ らず,70年
以 後,経 常 収支 は徐 々に悪化の 一途 を辿 り始 め,78年には赤 字額 が国内総 生産 の10%を超過 す るに至 っ
てい る」【川
デ ュル フ レが指 摘 してい る ように,コ ー トジボ アニルで は独 立 以降今 日まで 未加工或 いは粗加工 の農
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産物 お よび材 木 輸 出 に依存 した経 済 を軌道 修正 す る試み は行 わ れ なか った。確 か に僅か な が ら輸 出の 多
様 化 が見 られ たが,17年前の1982年には総輸 出 額 の7896が未加工 農産物(コ ー ヒー とコ コア)で あ り,
97年現 在 も依 然 と して,カ カオの加 工 率 は18%,コ ー ヒーは9%で しか ない。政 府は農 産物加工率 を上
昇 させ,2000年にはカ カ オの 加工 率 を5096,コー ヒーの加 工率 を339'・1こ設 定 してい るが,同 計画 を実現
す るた め に は約430億1℃FAの投 資 が必 要 と されて お り,外 資 に頼 る以 外 に何 ら実 効性 はな い。"2Jこう
した なかで98年度 には加 工 した コ コア豆 の輸 出 が増 大 しているの が注 目 され る。 これは政 府が推 し進め
てい る民 営 化政 策 に よ り,米 国の ア グ リビ ジネス であ るカーギ ル社 が下流 部門 を買収 し国内での加 コニを
開始 した か らで あ る。
これ まで 一次 産品輸 出に依 存 した経 済の有利 性 は度 々主張 され て きたが,以 下 トゥサ ンが指摘 してい
る よ うにきわめ て不利 な立場 に置 かれ てい る。
「現 在 の世 界 貿易 シス テ ムの 中 で,南 の 国 は不利 な立場 に置 か れて い るが,SSACsは最 も不利 な立
場 に置 かれ てい る。 なぜ な らば これ ら諸 国 は,ラ テ ン ・ア メリカ諸 国や東 ア ジア諸 国 と比較 して工業化
が最 も遅 れ て お り,輸 出品 の 殆 どが 非工 業 製 品 に偏 っ てい るか らであ る。SSACsが一…次産 品輸 出 を増
大 させ れば そ れ だけ国 際市 場 にお け る一次 産 品 価格 は 下落 し,SSACs諸国 の貿易 収 支 は年 々,悪 化 の
一 途 を辿 ってい る。 世銀 お よび国際 通貨基 金 に よ る構造 調整 プ ログラムが実行 に移 されて か ら10年以上
の歳 月が経過 した現 在,SSACsの経 済政 策 の挫 折 は白 日の もとに晒 され てい る」f1:1)
3-2.貿 易構造 の特質
別稿 で検 討 した よ うにSSACsの総輸 出額 の 中で,未 加 工 の 一ー一・L次産 品輸 出が 占め る比率 は,1961～69
年 の70%か ら1989～90年に は75.9%へと増 大 して い る。{14,SSACsにお け る一次 産品経 済 に点 に関 して
世 銀 リポー トは以 下の よ うに指摘 してい る。
「SSACsは,輸出 を多様 化す る こ とに失 敗 し,僅 か ひ とつか2つ の商品 輸 出 に全 面 的 に依 存 して い
る。1980年代 中期 の輸 出総額 の 中で 一次 産 品が 占め る割 合は80%であ ったが,こ れは1960年代 と何 ら変
化 してい ない。 他方,工 業製 品輸 出 は,ほ んの 僅か な国 で しか行 われて いない」u5,
こ こで 表5に よ りコー トジボ アー ルの輸 出 ・輸 入 品 目構成 を検討 してみ る な らば,こ の ことは一層 明
らかで あ る。u6}先ず輸 出 構成 の推 移 は,工 業製 品 の輸 出 努力 が試 み られた に もか か わ らず1993～98年
の期 間,ほ とん ど変 化 が ない。 なかで もコー ヒーお よび コ コアの 占め る比重 には変化 が ない。 コー ヒー
とコ コアを除 く一次 加工 品 を構 成 してい るのは 主 に製 材 した 木材で あるが,木 材 の輸 出 はほ とん ど増 加
してい ない。工 業製 品輸 出の 中で石 油 製品の 占 める比 重は低 下 して お り,若 干増大 してい るのはマ グロ
の缶詰 と化 粧品 のみ で ある。
次 に輸 入品 目構成 を検 討 してみ る と,1994～98年の期 間,食 糧品輸 入(米,麦,活 魚,乳 製品,飲 料,
砂 糖,タ バ コ)が18.1%から20.9%に増 大 して い る。同 素 には示 されてい な いが,輸 入金 額 では1,780




中 間財 輸 入 は42.4%から34.6%へと著 しく減 少 してい るが,資本財 輸入 は16.7%から31.4%へと著 しく
増大 してい るのが注 目 され る。これ は市場 経済 の導 入に よ り欧米資本 による直接 投資が増 大 した ためでる。
(表5-1)コ ー トジボア ールの 輸 出品 目構成(%)
1993年 1998年
一 次 産 品 492 46.9
(内 コ ー ヒ ー,コ コ ア) 36.0 38.1
一次加工品 19.0 19.5
工 業 製 品 31.8 33.6
(内石油製品) 1L6 8.7
(表5-2)コ ー トジボア ール の輸入 品 目構成(%)
1994年 1998年
食 糧 品 18.1 20.9
中 間 財 42.2 34.6
資 本 財 16.7 31.4
その他の消費財 23.0 23.1
(出所)Marchctropicauxclmediteranneens,fevricr1999.p.417.
コー トジボ アールの貿 易収支 は図3に 示 される ように1994年以 降均 衡 を回復 しつつ ある。 これ は通 貨
切 下げ に よ り厳 しい輸 入抑 制政 策が効 を奏 したためであ るが,サ ー ビス収 支は赤字 で あ り総 合収支 はマ
イナス を計 上 しつづ けてい る。99年2月,首都 ア ビジャンで 開催 され た貿易 セ ミナー(AssisesduCommercc
Ex{erieur-ACOMEX)のリポー トは,同 国の貿 易の特徴 を以下5点 指摘 してい る。(m
1.貿 易相 手国が ヨー ロ ッパ諸 国 に偏 重 してい る。
コー トジボ アールの 最大の貿 易パ ー トナー は ヨー ロ ッパ で あ り,輸 出の58.2%,輸入の55.9%を占め
て い る。 なかで もフラ ンスは同 国の輸 出の18%,輸 入の27%を占め てい る。 こ うした 傾向 はこ こ10年来
変化 して いない。
2.輸 出品 目の 中で一一次 産品が 占め る比 重が大 きい。
コ コアお よびコー ヒーの輸出 は,コ ー トジボ アールの貿 易収 支 を安定 化 させ る上 で重 要 な輸 出品 であ
る。 しか し付 加価値 が低 く,国 際市 場 におけ る価格 変動の 影響 を受 け易 く脆 弱 な輸 出構 造 を維持 しつづ
け てい る。
3.食 品工 業が未成熟 で あ り,輸 出潜在能 力が未 開発 であ る。
熱帯 果実,魚 の缶 詰加工 産業が未 成熟 であ り,コ ー ヒー豆,コ コア豆 も未 加工の ま ま輸 出 されて いる。
加工 品が輸 出 され れば よ り高い付加 価値 を獲 得で きる可能性 が ある。
4.貿 易業務 が寡 占状 態 にあ る。
同 国の貿 易取引額 の2/3を 僅 か30企業が独 占 し,残 りの200‡土は時外 に置 か れてい る。-
5,サ ー ビス収支の異常 な赤字現象(aberration)。
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同国 のサ ー ビス輸入 は財 の輸 出の約2.5倍に達 して い る。 西 ア フ リカ諸 国 の中 で コー トジボア ール と
ガー ナはサ ー ビス収 支赤字 が異常 に多い。
ACOMEXの リポー トは深刻 な食糧不足,対 外 累積債 務 問題 や政 治腐敗 問 題 には言 及 しておず,輸 出
の増大 を図 る方 策のみ提 言 してい る。同 リポ ー トに対 して同国首相 ドウンカ ン(D.K.1)uncan)は,今後
]0年間に わた り輸 出 を年 率15%増大 し,2005年には総輸 出品 目構成 の内,工 業 製 品輸 出 の比重 を8096に
す る計 画 を発 表 してい る。
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一一→←一 経常収 支
1994
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4.一 次産品価格変動
1989年に 国 連総 会 に提ilSされ た ア フ リカ絹 斎再 生 プ ロ グラ ム 「建 設 的対 話 の 基 礎」(abasisfor
consctructivedialogue)は,アフ リカの貿 易 の特 徴 について以 下の よ うに指摘 して い る。
「ア フリカ大陸 はア ジア に次 ぐ広 大 な耕 地 を誇 ってい る。 ア フ リカ大陸 の人口 は世界総 人 口の約12%
を占めて い るが,世 界貿 易取引額 の僅か3%し か 占めて いない。 だが この比 率 は急 速 に減 少 しつ つ ある。
殆 どの ア フリカ諸国の輸 出品 目は鉱物資 源か農産 物であ り僅か2～3の 品 目に限定 され てい る。 これ ら
一次 産品 価格 は1980年代 を通 じて世界市場 において急激 に下落 してい る。 また将 来的 にこれ ら一 次産品
価 格が上 昇す る可能性 は きわめ て薄 い。例 えこれ ら一次 産品の生 産が増 大 した と して もア フ リカ経 済 を
救 済す る糸口 さえつか めない。 なぜ な らば一次 産 品の輸 出が増大 すれば,需 給 の法 則 に従 って価 格が 下
落す るか らで ある。 またア フリカで産出 され る一一次産品 の輸 入国 であ る工 業国 は,自 国の農民 や鉱 山労
働 者 を守 るため に安価 に供給 され る一次 産品 の輸 入 を制 限す るで あろ う」(IS)
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SSACsのコー ヒー生 産 は増大 す る どころか近 年著 しく低下 して いる。1996年に発 表 され た旧仏 領植
民 地圏 に よ り構成 され てい る 「ア フ リカ ・マ ダガス カル ・コー ヒー機 構」(OrganisationAfricaineet
iMa]gacheduCafe-OAMCAF)報告 書 はこの点 に関 して以 下の よ うに述 べてい る。
「94年10月か ら95年9月の期 間,OAMCAF加 盟国の コ ー ヒー輸 出総 領 は著 し く低下 してい る。 この
間の 輸出 は6,380袋(1袋=60kg)でしかない。 これ は1981～82年の輸 出 と同水 準 であ り,90年代 初頭
の水 準 では な く80年代 初 頭の水準 に まで下落 したこ とを意味 してい る。 ・ ・… 〃これは コー ヒー消
費国 との聞で締結 され た輸出割 当量 に も達 してお らず,OAMCFA加 盟 国 に とって は飢 餓 を代 償 に して
行われ た生産 を意味 す る」{19)。SSACsは国 際市場 に おける コー ヒー価 格 の下落 を増 産 に よって埋 合 わ
せ よう としてい るが,生 産性 その ものの 下落 に よ り深刻 な経 済的打 撃 を受 け るに至 って い る。世 銀 は
SSACsのコー ヒー生 産性 下落 の要因 につ いて以下4点 を指摘 してい る。
1.コ ー ヒー栽培 地面積 当 りの収 穫量は,植 民 地時代 のコー ヒー ・プ ランテー シ ョンをそ のま ま継承 し
て いる ケニ ア,ル ワ ンダ,カ メルー ンを除 いて,い ずれの国 におい て も低 い。 ちなみ に,ヴ ェ トナム


















2.70年 代 以 降,ラ テ ン ・ア メ リ カ,東 南 ア ジ ア にお い て は コー ヒー 栽 培 地 面 積 が 著 し く拡 大 して い る
の に 対 し,ア フ リカ で は カ メル ー ン以 外 の 国 にお い て は栽 培 地 面 積 が 縮 小 傾 向 にあ る。
3.コ ー ヒー栽 培 農 民 の 所 得 は,ブ ラ ジ ル,東 南 ア ジア で は 増 大 して い るの に,ア フ リ カ で は 一 貫 して
低 下 しつ づ け て い る 。
4.国 際tii場に お け る コー ヒー 価 格 の 下 落 に よ り,大 規 模 な 作 付 け転 換 を行 い,近 代 的 技 術 を 導 入 す る





















































(図4-2)国 際市場 に おけ るコー ヒー価 格変動




(図4-3)国 際 市 場 に お け る コ コア 価 格 変 動





















世界 の コー ヒー生 産 の 約70%がア ラ ビカ コー ヒー,約30%が ロ ブ ス ター コー ヒー で あ るが,SSACs
で産 出 される コー ヒーの ほ とん どが ロブ ス ターコー ヒー である。 ロブス ターコー ヒーは アラ ビカコー ヒ
ー と比較 して品 質が劣 るため,缶 コー ヒーや イ ンス タ ン トコー ヒー の原料 とされ廉価 で取引 されてい る。
こ うしたなかでSSACsのコー ヒー生 産 は近代 的 テ クノロ ジー を駆使 してい るブ ラ ジルや イ ン ドネ シア,
ヴ ェ トナム,シ ンガポー ル産 コー ヒー に価 格,品 質 の双 方 にお いて劣 勢 に立 た されてい る。 また図4に
示 される ように,国 際市場 にお け る一次 産品価格 は乱降 下運動 を繰 り返 しなが ら急速 に下落 してお り,
SSACsの主要輸 出品 であ る コー ヒー,コ コアの価 格 も1970年代 後半 以降低 落傾向 にある。{21)
さらにWTO体 制下 におい てSSACs・EU間におい て維持 され てい た特恵 関 係 も不 安定 な様 相 を呈 し
てい る。 これ まで ロメ協定 によ り,西 ア フ リカ経済 ・金融共 同体(Unioneconomiqueetmon6taireouest
africaine-UEMOA)からEU向 け輸 出 の97%は非 課税 の対 象 と され てい たが,EUはSSACsへ の進 出 を
狙 う米国 のEU・SSACs間の保護 貿易批 判 を前 に して従 来 の政 策 を変更 しつつ あ る。EUは これ まで,ア
ジアか らEUに 輸 入 される コー ヒー に課 税す る一 方,SSACsから輸 入 され る コー ヒー に対 して は優遇措
置 く割 当輸 入制度)を とって きた。 だが1997年1月か らはSSACs産コー ヒー に対 す る優遇 措 置が撤 廃 さ
れたためSSACsはア ジアの コー ヒー輸 出国 との競争 を強 い られる ことになっ た。{zl}ただ しSSACsのコ
ー ヒー加工 産業 を維持 す る ため イ ンス タン ト ・コ ー ヒー の輸 入税 は例外 と され,従 来 の10.1%から9.1
%へ と僅 か1%引 下げ られた。
さ らに99年4月20日,WTOは 紛 争 処理 機関会 合 を開催 しバ ナ ナ輸 入制 度 をめ ぐる米EU間 の貿 易 紛
争 につい て協議 した結 果,米 国が要 求 してい た総 額1億9,140万ドル の対EU制 裁 関税の 発動 を全 会一
致 で承認,EU側 もこの決定 を承 諾 した。{11il)
このためEUは,ア フ リカ,カ リブ,太 平洋 諸国(Afrique-Caraibes-Pacifique:ACP)からの バナ ナ輸
入割 当制度 を廃 止せ ざる をえない。従 来EUはACP諸 国 に対 して 毎年85万7,000トンの輸 出割 当を認め,
輸 入課 税 を免 除 していた。 同制度 の もとで コー トジボ アールは約20万トンのEU向 けバ ナナ輸 出割 当が
許容 されて いたが,WTOに おけるEUの 敗 訴は,大 きな衝撃 を与 えている。EUに お け るバ ナナの 価格
は,99年3月 現 在,中 浦 米産 が ユキロ/330FCFA(関税50FCFAを含 む)に 対 して コー トジボ アー ル産
は1キ ロ/380FCFA(非関税)で あ り今 後激 しい競 争 に晒 される ことになる(lFCFA=O.OIFF)。{zl}
また コー トジボ アー ル産パ イナ ップルのEU市 場 占有率 は約60%,年 間輸 出割 当量 は15万～18万トン
に達 してい るが,バ ナ ナ輸入割 当制度 撤廃 に伴いパ イナ ップルの輸 入割 当枠 も縮小 されつつ あ る。 これ
に対 してバナ ナ ・パ イナ ップル生産 者 ・輸 出業者機構(Organisationcentraledesproducteur-exportateurs
d'ananasetbananes-OCAB)のヌゴア ン(A.N'Goan)議長 は以 下の ように述 べて いる。
「ACP諸国のバ ナナは輸 出競 争力が ない。ヨー ロッパ にバナ ナを輸 出す るこ とが で きな くなれ ばア フ リ
カの小規模 バ ナナ栽 培農民 は滅 んで しまうか又は米国の多国籍企業 にバ ナナ農 園を売 り渡 す しか ないj{25,。
同議 長 はア フ リカのバ ナ ナ栽培 の将来 をを懸念 してい るが,ACPの 中 で コー トジボ アー ル に次 ぐバ
ナナ輸 出 国であ る カ メルー ンのバ ナ ナ農園 は全 て米 国の アグ リ ビジネ スであ る ドール(Dole),チキ ー
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タ(Chiquita),デルモ ンテ(DelMonte)が買収 してい る。 また コー トジボア ー ルのバ ナ ナ生 産 は,バ ナ
ナ栽培 公 団(Societ6deCultureBananiere-SCB)の支配下 に置 かれて いたが,同 公団 は1997年に フラ ン
ス の アア イ ・フル ーツ1t(AaisCompagnicFrui{ierc)とドール杜 に買収 されて い る。 また チキー タ系 列
のバ ナ ドー ル ・グル ー プ(Banador)はバ ナナお よびパ イ ナ ップル栽培 農民 を組 織 してお り,バ ナ ナ輸
出 の270/o,パイナ ップル輸 出の12%を掌握 してい る。(ZG}
この よ うにSSACsは,一 次 産 品価 格 の下 落 とEUと の特 恵 的貿易 関 係の廃 止 に直面 し,ア グ リ ビジ
ネス支配 下に 置かれ つつあ る。 こ う したなか で輸 出収益 の獲 得 を 目指 して熱 帯 雨林が伐採 されてい る。
1980年代以 降,急 速 に熱 帯雨 林が伐採 され,ア フ リカ大陸 の約i5%(ド イ ツと同 じ面積)の 森 林が伐採
され てい る。(z7)
5.権 力 基 盤 と し て の 換 金 輸 出 作 物i
以上 検討 した よ うに,コ ー ヒー に代 表 され る一次産 品経 済 は きわ めて不利 な状況 に置 かれ,一 次 産 品
に依存 した経 済 は破綻 的状 況 に陥 ってい る。 ここで問 われ なけれ ばな らないの は独 立後40年近 くの期 聞
こ う した経 済構 造 が維持 されつ づ けて きた 理 由で あ る。 この点 に関 して ブ ロ ウマ ン(R.Braumann)は
以下 の よ うに指摘 してい る。
「独 立 直後,イ ギ リスは ガーナ にカ カオ ・ボ ー ド(CocoaBoard)を設立 した。 フラ ンスは コー トジ
ボ アー ルに農産物 価格支持 安定 金庫(CaissedeStabilisationdesPrixdcsproduitsAgricoles-CAISTAB)を
カメルー ンに農 産物価格 支持安 定金庫(CaisscdeStabilisationetdesouticndesprixdesproduitsagricolcs-
ONCPB)を設 立 した。 これ は農 業 の多様 化 を実 現 し農民 の 生産 意欲 を刺激 す る こ と を目的 に設立 され
た もので あ り効 率的かつ必 要 な方策で あ った。 だが独 立直後 その 目的 は見失 われ た。 この ため こう した
組 織 を廃 絶 すべ きであ る とい う主張 があ るが,今 求め られて いるの は廃絶 すべ きで はな く所 期の 目的 に
立 ち返 る こ とで あ る。
これ らの組織 は所期 の 目的 を実現 す べ く努 め たので はな くい組織 自体 の利益 のため に資 本 を蓄積 し途
方 もない巨 大 な組 織 を作 り上 げた。 そ して最 終的 には農民 を保護 す る どころか 自国の農 業そ の もの を荒
廃 へ と導い たの であ る」側
コー トジボ アールの場 合,農 産物 価 格支持 安定 金庫 は国内 の換金 輸 出作物 を全 て独 占的 に買付け て輸
出 し,買 付 け価 格 と輸 出価格 の差 を利益 と して獲 得 して いた。頭 初の 目的は,国 際市場 にお いて輸出換
金作物 価格 が上昇 した場 合 には,価 格 下落 に備 えて一定額 の利益 を留 保金 と して貯 え,安 定 した価格 で
農 民 が生 産 に従事 で きる よう保証 す る こ とに置 か れてい た。(29・)同金庫 は原 口武 彦論 文が 指摘 してい る
よ うに,国 際 市場 にお いて コ コア,コ ー ヒーの価 格が高騰 した1970年代末 まで は,ミ ラ クル ・イボ ワ リ
ア ン(象 牙 の奇跡)と 命名 された経 済成 長 を加速 させ るこ とに貢献 した。 だが1980年代 に入 る とココア,
コー ヒー価 格が 下落 したに もかかわ らず,政 府は国 際市場 価格 よ りも遥 かに高 い価格 を生 産者 に支払 い
つづ けた。{3e}同金庫 自体 は腐 敗 した政 治権 力 の財政 基盤 を構 成 す るに至 り,留 保金 の殆 ど全 てが 浪 費
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され る一方,政 府 は国 内お よび国際金融 市場 か ら途 方 もない資 金尊人 を図 り,借 入金 は ココアお よびコ
ー ヒーの買取 り代 金 と して使 用 された。 また 政府 は対外 累積債務返 済不可能 な状態 に陥 る まで補助金 を
注入 しつづ け,1980年末 に は政府財 政は完全 に破綻 す るに至 ってい る。`・31)そして1981年には世銀 の第
一・次構造 調 整融資 を受 け,さ らに亘983年,86年に同融資 を受 けて い るが,国 営 企業140社の多 くが政府
補助金 に よ り辛 うじて生 き延 びていた。CAISTABが深刻 な財 政危機 に陥 った要 因 に関 してブ ロウマ ン
は,部 族主義 と権力 の利益 誘導型 の政策が価格安定 金庫 を支 配 し,農 民 か らの買付 け価格が政府 に よっ
て決定 され,し か も買付 け価格 は国際 市場 におけ る価格 とは関係 な く政 府官僚 の判 断で決定 されたため
に財政 破綻 を導 いた と指摘 し,以 下の よ うに述べ てい る。
「1980～90年の期 間,政 府 は ココア豆の買付 け価格 を引上 げ,コ ー ヒー豆の価格 を引下 げた。 このた
め農民 の コー ヒー生産 意欲 は低下 し,多 くの農民 は コー ヒー生産 を放棄 した。同期 間にお けるコー ヒー
豆生産 は1980年の30万トンか ら1990年には20万トンに下 落 してい る。 また政府 によ り買付 け価 格が決定
され,品 質管理 が無視 され たため東南 アジアやブ ラジルの換 金輸 出作物 と比較 して品 質が著 しく悪化 し
てい る。例 え ば1990年に政府 が買付 けたコー ヒー豆 の15%が商品化不可能 であ り,コ コア豆の僅 か10%
のみが 最上 級 品質(grade1)であ った。」(32)
またこの点 に関 して シャテル(BenedicteChatel)も以下 の ように指摘 してい る。
「コー トジボアー ルでは これ まで政府 の管 轄の もとで ココア豆 の買付 けが行 われてい たが,買 付 け価
格 は役人の恣 意 に よ り決定 されてお り,し か も品質管理 は一切行 われず,表 示 されてい る品質は きわめ
て不 適格 であ った。 この ため輸 入業 者 は港 で再 度,品 質検 査 を行 わなけ ればな らなか った」{33}
コー トジボ アール に限 らず ガーナお よびカメルー ンにおい て も輸 出換 金作物 の国内流通 網 は全 て大統
領府 直属の支 配 下に置 かれてい たが,い ずれの 国 も財政 的に破綻 し,IMF・世 銀の構 造調 整政策 を受入
れ るに至 ってい る。 コー トジボアールの場合,同 国政府 は国営企業 の民営 化 を条件 として構造調 整融資
を受 入 れたが,90年代 に入 ってか ら本格的 な民営 化 に取組 んでい る。対外経 済局の資料 に よれば,国 営
企業140社の内60社が民営 化対 象 とされ,1991年以降42社が民営化 され ている。(30
公 団 を解体 して 多国籍企業 に売却 する ことに よって経済 を再建す る保証 は皆 無であ るが,今 や国営企
業売 却資金 は政府 の重 要な資 金源 とな ってい る。例 えば1991～95年の期 間 に国営企業26社が327億FCFA
で売 却 され てい るが,同 金額 は同期 間5年間 の総 輸出収益189億1,700万FCFAの約1.7倍に匹敵す る額 に
達 してい る。 また1996年に は10社が537億FCFAで売 却 され てい るが,同 年 の総 輸出 収益 は・;O億990万
FCFAであ り,総 輸出額 の約13倍に達 してい る。 公団売 却代金 の うち,債 務 返 済 に充 当 された金 額を全
体的 に把握 す る の は困難 であ るが,96年度 には公 団売却 代 金の約64%(340億FCFA)が債務 返済代 金
に充 当 されて い る。(35}
コー トジボ アー ル政府 はCAISTABの解 体に執拗 に反対 してい たが,遂 に1999年1月21日の大統領 令
によ り解 体 され た。 しか し政府 に よる農 民か らの買付 け保 証期 間 は99年IO月まで延 長す るこ とがIMF
との 間で合意 され てい る。 また政府 は解 体 されたCAISTABに代 わ って新 た にCAlSTABを設 立(出 資
比率 は政府 が25%,残 りの75%は民 間資本)す る こ とを決定 を し,IMF・世 銀に よるCAISTABの全 面
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的解体 に抵抗 して いる。(3ω
6.低所得食糧欠乏国
1960年代 に政治 的独立 を達 成 した アフ リカ諸国 は,独 立後40年が経過 した現 在 もなお植民地時 代の遺
制 であるモ ノカルチ ャー経 済(破 るいは モ ノリソース経1剤 を継承 している。 問題 は独立後,植 民地時
代 の遺制が除去 される どころか拡延 し,モ ノカルチ ャー経 済が独 立後 ア フリカ経済 の基本 を形成 する に
至 っている ことにあ る。 この ため,SSACsでは1960年代初頭 まで は食糧の 自給 が可能で あったが,1965
年以 降,食 糧輸 入が開始 され,南 ア と ジンバブエ を除 く国 はい ずれ も深刻 な食糧不足 に直面 してい る。
この点 に関 してマ ロリイ(JeanMalaurie)は以下の ように指摘 してい る。
「ア フリカは,▲960年には食糧 自給 が可 能であ り食糧 を輸 出す る国 さえあ った。 だが独立以降,農 業生
産性 は著 しく低 下 し始め1965年には食糧 の輸 入 を開始 した。そ して,1980年には世界 最大の食 糧輸入 大
陸 へ と変貌 した。 だが アフ リカの潜 在的 な農業生産性 は巨大で あ り,世 界の食糧庫 とな る可能性 をもっ
てい る。 アフ リカ大陸 には耕作 に適 した 農地が7億ヘ クタール もあ る。 この面積 は北 米の約5倍に匹敵す
る。 この広大 な可耕地が 首尾 よ く耕 作 され るな らば,現 在 の 人口の3倍以上 の人 々の 食糧 を確 保す る こ
とが可能であ る」C37)
だが輸 出指 向型経 済 開発 政 策が展 開 され る なか で,SSACsの人 々の 食糧 を保障 す る農業 は打 ち捨 て
られ,先 に触 れた よ うに輸出換金作 物栽培 が推進 されて きた し,現 在 も推 奨 されつづ けてい る。 一次 産
品輸出 に依存 したSSACs経済 に関 して1989年に国連総 会 に提 出 された ア フリカ経 済再 生プ ログラム 「建
設 的対話の基礎」 は以 下の よ うに指摘 してい る。
「アフ リカの経 済構造 その ものに恒常 的 な経 済危機 の主要 な要因が ある。す なわちア フリカの経 済構
造 は,ア フ リカの人 々が必 要 と しない商 品(commodities)を生 産す る よ う強 制 されつづ け てい る。 ア フ
リカの人 々は,ア フ リカで生産 されてい る商品 を殆 ど消 費せず,彼 らが必 要 とす る商 品 をアフ リカ以 外
の国 々に依存 しつづ けて い るか らであ る。 アフリカの経 済構造 は 自助 的ではな く,従 属 的性 格 を備 え て
いる」側
また同 プログラム は,ア フ リカにお ける農業全般 の前近代的性 格 を指摘 してい るが,換 金輸 出作物 栽
培 が行われて いる耕作地 には近代 的 テ クノロジーが使用 され,伝 統 的農 業部門は打 ち捨 て られ ている,
と指摘 してい る。
FAO(国連食糧 農業機構)は 深 刻 な食糧不足 に直面 してい る最貧 国を低所得食糧 欠乏国(Low-lncomc
Food-DeficitCountries-LIFDCs)と命名 し87カ国 を リス トア ップ して いるが,こ の うちの44カ国 はア フ
リカ大陸が 占め てお り,以 下17カ国 は緊急 食糧援助対 象国 とされてい る。 ア ンゴラ,ブ ル ンジ,コ ンゴ
民 主共和国,コ ンゴ共和 国,エ リ トリア,エ チ オ ピア,ギ ニア ・ビサ ウ,ケ ニヤ,リ ベ リア,モ ー リタ
ニア,ル ワ ンダ,シ ラ レオ ネ,ソ マ リア,ス ー ダ ン,タ ンザニ ア,ウ ガ ンダ,ザ ンビア,以 上17カ国で
ある。 これ ら17カ国の うち内戦 に起 因す る食糧不足 に直面 して いる国 は12カ国(ア ンゴラ,ブ ル ンジ,
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コンゴ民 主共和国,コ ンゴ共和国,エ リ トリア,エ チオ ピア,ギ ニ ア ・ビサ ウ,リ ベ リア,ル ワ ンダ,
シエ ラ レオ ネ,ス ー ダ ン,ウ ガ ンダ)で あ り,そ の他 の5カ 国 くケニ ア,モ ー リタニ ア,ソ マ リア,タ
ンザ ニア,ザ ンビア)は 天候 不1煩お よび凶 作 に起 因す る食糧 不足 と されて いる。{39)先に触 れ た コー ト
ジボ アール も低所 得食糧欠 乏国 と して命名 されてい るが,1997年の穀物(米 穀,麦)輸 入量 は62万3,000
トン,国 内での米穀 生産52万S,eooトンを9万8,000トン上回 っている。 また99年の穀物 輸入 量は,国 内
にお ける穀 物生産 と同量 の64万トンと推 定 されてい る。c'"})
なお コー トジボ アー ルでは,1971年に米作 開発 公社(SODERIZ)が設 立 され本 格的 な米 穀 栽培 が 開
始 された。SODERIZにつ き原 口武彦論 文 は以下 の ように指摘 している。
「SODERIZは,灌概用 の小 規模 ダム,水 路 を建設 して従 来 の天水 田 にかわ る灌潮i田を造成 し,そ こ
に農民 を入植 させ稲 作 に従 事 させ た。 また生 産者保証 価格 による買付 けを行 い,農 民 の米 作 を推奨 した。
SODER1Zが提 供 した これ らの強力 な支援 ・奨励 策 に農 民 た ちは敏感 に反応 し,10年間 に米の 生産 は倍
増 した。す なわち,1965年の25万トンか ら75年には49万6,000トンへ と飛 躍 的増 大 を記録 したので あ る。
そ して この時期 まで に,米 の輸 入は2,000トン以 下 とい う,ほ ぼ 自給 達成 と考 え られ る よ うな水 準 に ま
で減 少 したので ある」(41)
しか し,同 公社 は ココア,コ ー ヒー同様,生 産者 にとって きわ めて有利 な買付 け保証価格 を維持 した
ため財 政破綻 をきた し亘997年には解 体 され ている。同公社解 体 によ りコー トジボ アール の米穀生産 は停
滞 してお り,60万トン もの米 を輸 入に依 存す るに至 って いる。 ここで表6に よって アフリカ低所 得食糧
不足 国(LIFDCs)の穀物 輸 入 を検 討 してみ るな らば事態 の深 刻 さが明 らか であ る。表6に 示 され てい
る食糧 とは米 と麦 であ り,輸 入総 量(商 業ベ ース,援 助)は2,709万4,200トンに も達 して い る。SSACs
で は こ れ ら輸 入穀 物 に対 して 政府 補助 金 が 支 出 され て い る ため 伝 統 的 に 生 産 され て い る モ ロ コ シ
(sorgho)やアワ(mil)よりも安価 に販 売 され てお り,都 市 住 民 の主 食 は対外 依 存 を深 めつ つ あ る。 ま
たSSACsの都市 人 口増 加 率 は年 率4%で あ り,1999年度 の必 要輸 入量 と総 輸 入 ポ ジシ ョンの格 差 は
1,558万1,600トンに達 し深刻 な事 態 に直面 してい る。('52}
(表6)ア プ リ力低 所得食糧不 足国(しIFDC)の穀 物輸 入(推 定値) 単位:1000トン
地 域




商 業 援 助 総 量 総 量 援 助 商 業
ア フ リ カ 25,]70.0 1,926.2 27,094.2 25,178.0 9,596.4 1,434.9 8,161.5
北 ア フ リ カ 13,618.2 64.8 13,683.1 13,135.0 7,209.1 17.4 7,191.7
東 ア フ リ カ 3,622.8 1,060.2 4,679.0 3,210.0 668.8 593.8 75.0
西 ア フ リ カ 5,616.4 413.2 6,029.6 5,413.0 280.1 264.9 15.2
南部アフリカ 1,63L9 375.7 2,007.6 2,726.0 1,432.2 552.6 879.6
中部アフリカ 682.7 12.2 694.9 694.0 6.2 6.2 0.0




この ように食糧生産を犠牲に して奨め られた一次産品栽培 は深刻な食糧問題を惹起 してお り,こ の点
に関 してOECDリポー トは既 に1993年に以下のように警鐘を鳴 らしている。
「SSACsの穀物需要の予測は不確実である。途上国のなかで きわめて例外的地域であるSSACsは,
1990年代を通 じて貧 しい経済実績 を記録 しつづけるもの と予測 される。 したがってSSACsが食糧輸入
代金を支払 うために必要な外貨を蓄積する能力,す なわち国内の食糧生産 と国内消費のギャップを埋合
わせる能力には限界がある」鍋
なおウルグアイラウン ド最終条項 によれば,先 進国は2000年までに,途 上国は2004年までに国内補助
金および輸出補助金制度を廃止 しなければならない。先進国によ り輸出補助金が廃止されるならば,現
在低価格に押 さえ られている途上国向けの食糧お よび食肉輸出価格は大幅 に上昇することは必至であ り,
これによって食糧輸入に依存 している途上国は大きな困難に陥ることになる。SSACsの食糧問題 に関
してFAOの報告書は以下のように述べている。
「IMFがFAOに提出・したデー ターによれば,低 所得食糧欠乏国の経済状況は近年,大 き く改善 され
ているが これは短期的な傾向にしかすぎない。 ・∴ … 経常収支か ら判断するならばLIFDCsの現
状は明る くない。これ ら諸国の貿易赤字は1998～99年に200億ドルから300億ドルに増大する ものと予測
されている。 アフリカ諸国は,貿 易赤字の うちの一部分を工業国の政府開発援助融資によって補填する
であろうが,貿 易赤字全体を埋 合わせることはできない。LIFDCsは慢性 的な経常収支赤字 に見舞われ
てお り,この間,経 常収支赤字は60億ドルから130億ドルに増大するものと推定 されている」(州
7.対外累積債務増大のプロセス
SSACsにと り膨 大 な対外 累 積 債務 は,き わめ て 大 きな経 済的 負担 と なって い る。1987年12月,IMF
は強化 構造調整 フ ァシリティー を創 設 し,途 上 国 のなかで も所得 の低い諸国 が資 金 を調達で きる よ うに
した。97年8月 現在,強 化構造 調整 ファシ リテ ィーの対象国 とされた途上国79カ国の うち,36カ国(総
人 口:6億7,000万人)が 強化 構造 調整 フ ァシ リティー を受 入れ る こ とを決定 してい る。 強化 構造 調 整
フ ァシ リテ ィー は,受 入 国の 国際収 支 を改 善 して経 済成 長 を高め る こ と を目的 と して い るが,IMFは
コ ンデイ シ ョナ リテイー を受 入れ るこ とを条件 と して融資 を承 認す るこ とになってい る。す なわ ちIMF
は,こ れ ら諸国 が金融 政策の分 野 において数量 化可 能な特 別 プロ グラム を採 用す る ことを義 務づ けて い
る。IMFは,経 済実績 を評価 基準 期 間 と して6カ 月 ご とに強 化構造 調整 フ ァシ リテ ィー を受 入れ た国
の 国内政策 お よび対外 政 策 を検 討 す る 「パ ー フ ォーマ ンスの 基準」 を設定 してい る。IMFに よ り設 定
された基準 をク リアー で きるか否 か は,世 銀お よび援助 国 との関 係 を良好 に維持す る ことが 出来 るか否
か にかか ってい る。IMFは,た だ単 に金融 的支援 を行 うだ けで はな く,強 化 構造 調 整 フ ァシ リテ ィー
受 入国 に対 して強大 な権 限を持 ちつづ けてい る。四 公 表 され た結果 が,所 期 の 目的 とは程 遠 い もので
あ れ ば,当 該 国 は激 しい非 難 を浴 びせ かけ られ る。 だが,IMFの 処 方箋 を受 入 れた諸 国 の ほ とん どが
経済成 長 を達 成 してい ないか,或 い は同 じ処方箋 を受入 れなが らも国 によ り経 済成長 率に著 しい格差 が
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み られ る。 さらに経済成 長が著 し く下落 した国 もみ られ る。 この点 に関 して コル コ(GabrielKolko)は,
「強化構造調 整 フ ァシ リテ ィーの対 象 と された諸国 の1人 当た りの国 民総生産成 長率 は,81～85年の期
間1.1%であったが,90～97年の期 間 の同成長 率 はoo/.でしか なか った。 強化構 造調 整 フ ァシ リテ ィー
の対 象 と されてい ない他 の途上国 の1人当た りの国民総 生産成長率 は,81～85年の期 間+0.3%,90～95
年 には+1%で あった」(1{),と指 摘 してい る。 こ う したな かで1996年,IMF・世銀 は重債 務 最 貧国 の 対
外累 積債務 の削 減,繰 延べ を実行す るため,重 債務 最貧 国イニ シアテ ィブ(HIPCsDebtIni{iative)を決
定 した。 だが重 債務 最貧国 イニ シアテ ィブは,ト ゥサ ンが指摘 してい る ように所期 の 目的 を達 成 しつ つ
あ る とは言 い難 い。
;1996年,世銀 ・IMF,パリクラ ブは,HIPCsの対 外 累積債 務 の 内約2,000億ドルの 債 務返 済 の 『持
続可能 な返済』 を可 能 にす るための新 た な政策 を打 出 した。 この政策 に基づ いて19.98年に部分的 な債務
削減措 置が と られたが本格 的な債務削減措 置は,当 分 の問見送 られ2000年以 降 に着手 され るこ とに なっ
て いる。世 銀お よびIMFは 『持 続 可能 な返済』 を可能 にす る資金 と して70億ドル を拠 出す る こ とを明
らか に してい るが,70億 ドル とい う額 は フランスに建 設 され たユ ーロ ・デ ィズニー ラ ン ドの建設資 金 と
ほぼ同額 であ り,HIPCsの対外 累積債務 の重 圧 を軽減す るに は余 りに も絶 望的 な額で しか ない。 また70
億 ドルは,97年8月 にア ジア証 券市場 に流 入 した資 金約2,000億ドルの30分の1に しか匹 敵 しない僅 少
な額で しかない」閣
1999年5月現在,HIPCs42カ国の うち2カ 国(ウ ガ ンダ,ボ リ ビア)が 同 イニ シ アテ ィブ を受 入れ て
いる。 ウガ ンダの デ ッ トサー ビスは1997年の1億6 ,500万ドルか ら98年には1億2,800万ドル に減少 して
いるが,デ ッ トサー ビスは未だ政府 歳入の18%を構 成 している。 またこの間ボ リビアのデ ッ トサ ー ビス
は2億9、500万ドルか ら2億2,700万ドル に しか減 少 して いない。99年度 中に,ギ アナ,モ ザ ンビー ク,
マ リ,ブ ルキナ ・ファン,コ ー トジボ アールが 同 イニ シアテ ィブ を受 入 れる こ とになって い る。(48}99
年4月 に開 催 されたIMF・世銀総 会において英 国の開発相 クララ ・シ ョー ト(ClaraShort)は,重債務
最貧 国 イニ シアテ ィブは挫折 した と して同 イニ シアテ ィブを以 下4点 にわた って批 判 して い る。そ の1



















るコ ンデ イシ ョナ リテイーが厳格 す ぎる。 第3に,HIPCsイニ シアテ ィブを受入 れた国のデ ッ トサ ー ビ
スが異常 に高い。そ して第4に,HIPCsの対外 累積債務返 済免除措置 を採 るための資金 が不在で ある。{4!)}
南 アフ リカを除 くSSACsの債権 の約50%は先 進 工業 国政府 が保有 し,約30%強 をIMF,世 銀,ア フ
リカ開発 銀行 に代 表 される国際 金融機関 が保有 してい るが,民 間商業銀行 への債務返 済 は,こ こ数年間,
北 側諸 国の政 府 に よって行 われ てい る。SSACsのなか で最 も貧 し く,国 際金 融機 関か ら最 大規 模の 融
資 を受けて いる国 は,ブ ル ンジ(7996),ルワ ンダ(81%),中央ア フ リカ(77%),ギニア ・ビサウ(61
%),ウガ ンダ(77%)で あ る。 世銀 ・IMFはこれ ら諸 国に供与 した額以上 の利 子 を受取 ってい る。c「o)
北 側諸国 か らSSACsに対 して行 われ てい る政 府 開発援 助資金 の相 当部分 が,国 際金融 機 関 に対す る
債務 返済資 金 に充 当 されて い る。 日本 国政府 は第2回 アフ リカ開発 会議(TICADH)で は,こ れ まで ア
フリカ諸国 に約300億円供与 してい る債務 救済の た めの無 償資金 協 力の対 象国 ・対 象債務 を拡 大す る方
針 を明 らか に してい たが,99年4月,HIPCs41カ国 に対す る9,300億円 の政 府 開発援 助(ODA)債 権 を
放棄す るこ とを決定 した。⑪
南 アフ リカ,ス ー ダンを除 くSSACsのほ とん どすべ て の国が構 造調 整 プ ログ ラム を受 容 してい るが,
構造調整政 策受 諾 を拒 否すれ ば国際金融 機関か らの融資 は即時,中 断 される とい う脅迫条件 の もとで構
造調整政策 に取 り組 んでい る。 だが トゥサ ンが指摘 してい る ように構造 調整政策 の帰 結 は絶望 的であ る。
富 お よび資 源の再配 分機能 を果 た さなければ ならない政府の役割 は低 下 し,農 業 部門,軽 工業 部門の生
産性下落 の帰結 と して国民総生 産 は著 し く低下 している。 また多 くの国民 の生活 は悪 化 しつつ ある。 ち
なみ にザ ンビアで は,同 国 政府 は90～93年の期 間,初 等 教 育予 算 と して約3,700万ドル を出 費 してい る
が,同 期 間 に約13億ドル を対外 累積債務 利子の返済 に充当 してい る。換 言すれ ば,初 等教育費1ド ル に
対 して35ドル をパ リクラブ に支払 っている。ザ ン ビア政府 は,95年には,10年前 の17%しか初 等教 育 に
出費 してお らず,保 健に対 しては10年前の僅か30%しか出費 してい ない。 こう した なかで,同 国の幼 児





以上触 れ たよ うに,重 債務 最貧 国 にと り債 務返 済 は大 きな経済 的負担 とな って いる。1996年にイギ リ
スの キ リス ト教 徒 の連 合 体 と して発足 した ジュ ビ リー2000(Jubilee2000)は,1999年6月19日に開 催予
定 のG7ま で に2,000万人 の署 名 を集 め重債務 最貧 国41カ国の債務 返済 を免除す る ことを求め る運動 を展
開 してい る。 ジュ ビリー2000のア ピー ルは以下 の よ うに述べ てい る。
「第三世界 の対外 累積 債務総額 は,2兆1,000億ドルに達 してい る。1980年には5,700億ドルであ り,
86年には1兆1,000億ドル,92年には1兆5,000億ドル に増 大 してい る。 重債務 貧 困国の対外 累積 債務 は
2,300億ドルであ り,こ れ ら諸 国で は最貧 困層 の人 々が債 務返済 の犠牲 に されて い る」㈹
ジュ ビ リー2000の運動 は欧米 諸国 において大 きな政治 的発 言力 を獲 得 し,日 本,イ ギ リス,フ ラ ンス,
ドイ ツ,カ ナ ダ,米 国政 府 は,重 債務最 貧国の対 外累積 債務返 済免除措 置 を打 出 してい る。 イギ リスは
1945～95年度 の2国 間経 済援助 予算の一 部 をコモ ンウエ ル ス加 盟諸国 の中の重 債 務最貧 国 に対 する債権
放棄 保証 と して予算 化 して いる。 ジュ ビリー2000を中心 とす るNGOに よって実効 性 の ない債 務 削減措
置 を批 判 された ブ ラウ ン英国蔵相 は,1999年3月に開催 され た ジュ ビリー2000の集会で2000年末 まで に
重債務 最 貧国 に対 す る500億ドルの債権 を帳消 しにす るこ とを明 らかに して い る。 なおイギ リスのODA
予 算 の5096はSSACsが占め てお り,旧 英 国領 植民 地 ア ンゴラ,ル ワ ンダ,マ ラ ウ イ,ウ ガ ン ダ,ザ ン
ビアが主 な援 助対 象国 とされてい る。(51}また米 国の ク リン トン大統領 は,ア フ リカ歴訪1周年 を記念 し,
99年3月,ア フ リカ大 陸46カ国か ら83閣僚,国 連事 務総 長,国 連 ア フ リカ関係 機関8組織 の代表 を招待
して 「21世紀のパ ー トナー シップ」 と題 す る会議 をワ シン トンで開催 し,冒 頭 のス ピーチで 重債務 最貧
国 の債務 問題 に関 して以 下6点 にわ たる提 言を行 った。(55}
1,ア フ リカの 世界経 済 へ の統合 を進 め るため に,HIPCsイニ シア テ ィブ の枠 内 に お い てHIPCsの多
国間 債務700億ドルの返済 を免除す る。
2.債 務 返済免除 資金 と してfMFが 保有 してい る金 の10%(520万オ ンス)を 売却 すべ きであ る。
3.削PCsの うち経 済 改 革 に取組 んでい る諸国 と豊 かな国 との聞 の対外 累積 債務(譲 許 的債 務)はIOO
%,そ の他の債 務 は90%の返済 を免 除すべ きであ る。
4.先 進 国 による 田PCsに対す る経 済援助 の90%は贈与 とすべ きで ある。
5.HIPCsイニシ アティ ブの期 間 を現在 の6年 か ら3年 に短縮 すべ きで ある。
6.米 国 は,経 済 改革 に取組 んでい るア フ リカ諸国 に対 す る2国 間債務30億 ドルの債務 返済 免除措置 を
とる。
クリントン米大統領の提案は,HIPC債務救済イニシアチ ブの枠 内において重債務最貧国の対外累積
債務返済を免除 しようとするものであ り,先に触れたように英国のクララ開発相 は同イニ シアティブは




と してい る。 またIMFが 保有 してい る金の売却 に関 しては,最 終的 には500万オ ンス売却 す るこ とが決
定 され た。 しか し同決定 が実行 に移 され るため にはIMF加盟 国の うち,85%の政府 が これ を批 准 ・承
認 しなけ れ ばな らない。 また 米国 はIMFに お い て17%の投 票 権を持 ってい るが,米 国 議 会の批 准 ・承
認 を必 要 と してお り,財 務長官 の 意志 に よって実行 す るこ とは で きない。 また 米 国はIMF・世 銀総 会
で,為 替 レー トの1司定 相場 制 を維持 してい るHIPCsに対 して は債 務返 済免除措 置 を適応 しない と主張
し,フ ラ ンス ・フラ ンと為 替 レー トを リンケー ジ させ てい るCFAフ ラ ン圏 を維 持 しよ う としてい る フ
ランス と意見 を調整す るこ とが きなか った。な お ク リン トン米大 統領 は ア フリカ諸国 に対す る2国間 債
務30億ドルの返 済免除措 置 をとるこ とを明 らか に して いるが2000年度予算の枠 内にお いて債務 返済 を免
除 され るのは ア フ リカ6カ 国のみ であ り,返 済 免除 額は1億9,000万ドル に しかす ぎない。 また ドイ ツ
政府は 金の売却 に賛成 してい るが,同 国 がIMFに 預託 してい る金 はBUNDESBANKの管 轄下にあ り,
同行 は政 府の決定 に反対 してい る♂醐
1999年4月現 在,HIPCs債務救 済 イニ シアチ ブを受容 している国 は2カ 国 であ るが,IMF・世 銀は 重
債 務最 貧国の うちの32カ国 を同 イニ シアテ ィブ対象可 能国 と して リス トア ップ し,6カ国 を非対 象国(ガ
ー ナ,ケ ニヤ,リ ベ リア,マ ラ ウイ,ソ マ リア,ス ー ダ ン)と してい る。 また構造 調整 プ ログラム を受
入 れてい な い9カ 国をHIPCs債務 救 済 イニ シアチブ の要件 を満 た して い ない 国 と して規 定 して い る。
HIPCs41カ国 に対 す るIMF・世銀の 債務 ス トックは,iMFが94億ドル,世 銀が392億ドル,計486億 ドル
に達 してお り,今 後 さらな る増資 が必 要 とされ る。 こう したなか先進 工業 国の1998年度ODA予 算は,
1990年比 で約4096減少 し330億ドルに まで減少 してい る。(57}
9.構 造調整 プログラム
川PCs債務救 済 イニ シアチ ブの対 象国 にリス トア ップ されている国のいすれ もが,構 造 調整 プロ グラ
ム を中心 とす る経 済改革 を受 入 れてい る。構造調整 プログラムの 中心 は通 貨の切 下げ と経済 に対 する政
府 の介 入の除去 と規制緩和,そ して全 面的 な資本移 動 と貿易の 自由化措 置に置かれ ている。 しか し構造
調整 プロ グラムに着手す る ことに よ りマ クロ経 済指 標が改善 され た として も,こ れ が重 債務最貧 国の最
下層の 人 々の生活 を改善す る とは限 らない。 この点 に関 して アマ ドゥ ・セ ック(TomAmadouSeck)は
セ ネガ ル に関 して 以下の よ うに述べ て いる。セ ネガ ルは,1984年,SSACsのなかで 最初 に構 造調 整 プ
ログラム を受 入れた国 であ り,IMF・世銀か ら同 プロ グラムの履行 状況 は高 く評価 され てい る。98年4
月 には世銀 と第三次強 化構造 調 整 フ ァシ リテ ィー 〈98～99年)に調印 した。97年度の経 済成 長率 は5.7
%,イ ン フ レ率 は1.8%,財政赤 字 はL5%で あ りIMFは同 国のマ クu経 済運営 実績 を高 く評 価 して い
る。{剛
「高 い経済実績 を記 録 したの は漁 業お よび観光部 門のみであ り,農 業部門(ピ ーナ ツ,綿,米)は 破
滅 的な状 況 に置かれ てお り,同 国経 済 は きわめ て均 衡 を喪失 した もの とな ってい る。構 造調整 プロ グラ
ムの受 入れ とともに数 多 くの経済改 革政策が実行 に移 されたが;イ ンフ ォーマル ・セ.クターは肥 大化 し,
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貧困階層 は増 大,社 会的 緊張 が昂 ってい る。多 くの人 々に とって公 的サ ー ビス(教 育,保 健,水 道,電
気,イ ンフラ)に 対す るア クセ スは次 第 に困難 な もの とな って いる。97年にセ ネガ ル統計 局 に よ り行 わ
れ た家計 調査 に よれば,多 くの家計 が債務 に苦 しんでお り,最 低貧 困 ライ ン以下 の生活 を余 儀 な くされ
て い る。 世銀 は教 育 および保健 分野 の改善 に優先 権 を付 与 してい るが,こ こ数年 間,毎 年医療 機 関で診
療 を受 ける人 々の約40～5096がマ ラ リア患 者であ り,そ の 数は約45万人 に達 して い る。医療,保 健分野
に対 す る政府の支 出 は国 内総生 産の196に しか過 ぎず,ユ ニセ フは1980年か ら91年まで の期 間,政 府の
教育 お よび保健部 門 に対 す る支出は約20%削減 された,と 指摘 してい る。 セ ネガル政府 の経常 予算 の う
ち約74%が毎年,債 務返 済 に充て られてお り,教 育 ・保健 部門 に対す る支tllを増大 させ る余 裕 はない。
94年1月 にCFAの 切 下げ が行 われ たが,そ れ以 降,失 業者は急 増 し主 要都市 にお ける就 業年 齢 人1」の
約1/4が失業状態 に{か れ てお り,主 要都市 は 人口爆発 と食糧難 に悩 んで いる。落 花生栽培 地 では農民
の40～50%が最 低貧困 ラ イン以 下で の生活 を余 儀 な くされ てい る。 同国の都 市化率 は約40%であ り,都
市 の郊 外 は拡張 しつづ けてお り,イ ンフ ォーマル セ クター もそれ に伴 ない拡張 しつ づ けてい る」倒
94年以 降,パ リクラ ブは,SSACsのなかでIMFが 優 等 生 と して認 定 した債 務 国 とケー スバ イケ ース
で債務 削減 交渉 を展開 してお り,KIPCsの対外 累積債務 を67%まで削 減す る ことを宣言 してい る。だ が,
パ リクラブが提示 して いる債務 削減 条件は きわめ て厳 しく,約 束 され た債務 削減 は遅 々 と して実現 され
て い ない。 ウガ ンダは,パ リ クラブの債務削減 対象 国 と して債 務削減 交渉 を行 ったが,削 減 された債務
は対外 累 積債 務 の僅か3%で しかな かった。 また1995年に,パ リクラブ によ り債務 返済 免除お よび債務
削減 対 象国 と されたSSACsの債 務は1997年現在,僅 か1%し か軽減 され ていない。{E`(i)
SSACsが直 面 してい る問 題 は膨 大 な対外 累積債 務 だけ で はない。 年 々悪 化 す る経済状 況 の なか に お
い て多 くの人 々の生活環境 が 脅威に さら されてお り,世 銀 リポー トは懸 念 すべ き現 状 につい て以 下の よ
うに指摘 してい る。
「アフ リカは懸 念すべ き事態 に直面 して いる。 ここ20年間,SSACs10カ国では平均 寿命 がエ イズの 蔓
延 に よ り短縮 してい る。SSACslOカ国 にお けるエ イズ感 染患者数 は成 人人 口の10%に も達 して いる」cc;1)
10.債務責任一結語
1990年に発 表 され たサ ウス ・コミ ッシ ョン ・リポ ー ト(TheReportoftheSouthCommissiom)は,f1980
年代 の南 側諸国 を包 む国際 経済環境 は,突 然,暴 力的 な までに悪 化 し,南 側諸国 の経済 は未 だ経験 した
事 の ない災厄 に特 徴づ け られ る危 機 に襲 撃 された」と述べ,経 済危 機 の要因 を外 部環境 の変化 に求め て
い る。{G2)本稿 で検討 した よ うに1970年代 末に発生 した国際市 場 にお け る一 次 産 品価格 の 下落 は,一 次
産 品輸 出 に特 化 して い るSSACsに計 り知 れない 災 厄 を もた らす もの であ った。 また1970年代 の第B・
4半期 以 降,世 銀 は オイル ・マ ネーの リサ イ クル を奨励 し,1968年か ら73年の期 間,途 上国 に対 す る貸
し出 し規制 を緩和 し,さ らに73年か ら77年にかけ て貸 し出 し規制 を大 幅 に緩 和 した。 この点 に関 して ト
ゥサ ンは以下の ように指摘 してい る。
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「73年以降,EMF,世 銀,商 業 銀行,先 進工業 国政府 は,先 進工 業国の技 術お よび企業 による大規 模
な イ ン フラ整備 計 画 を打 出 し,SSACs政府 と大 規模 プ ロ ジェ ク ト実現 の契 約 お よび融資 協定 に調 印 し
た。 また この時期 は,国 際金 融市場 におけ る利 子率 が きわめて低 か っただけに,そ れ だけ資金の貸 し出
し競争 が熾 烈 を きわめ,先 進 工業国の企 業や政 府 ミッシ ョンが ア フリカ諸 国へ押 し寄 せ,巨 大 プロ ジェ
ク ト受注 に血眼 にな った時期 であ った。 こ う した状 況 は,既 に腐敗 の極 にあった途 上国 の政治権力 を さ
らに腐敗 させ,賄 賂 と贈 賄 によ る大型 プロ ジェ ク ト受 注 を 日常 化 させ,さ らには腐敗 した政治権力 を さ
らに強 大 化 させ るこ と となった。70年か ら80年までの10年間にSSAの 対 外 累積債 務 は,実 に12情強 に
増 加 したのであ る」(囎}
ロウス レ ッ ト(MichelineRousselet)が指摘 してい るよ うに,先 進工 業国が信用 供与 を行 ったSSACs
政府 は腐敗 の極み にあ った。
「独立 が達 成 された1960年代初頭,ア フ リカで は地主 や資本 家 とい った明確 に定 義 で きる階層 が存 在
しなか ったが,新 たに構築 され た政府 機関 を中心 に して新 た な階層 が 出現 した。彼 らに とって政府 とは
富 を独 占す るため の手段,す なわ ち農』忌に対 す る重 い課税,単 純 に して明 白な略 奪,横 領,汚 職 を行 う
手段 で しかなか った。中央 ア フ リカのボ カサ,マ リの トラオ レ,コ ー トジボ アールの ウフエ ・ボアー二
等 が蓄財 した私 財 は膨 大で あ る。旧ザ イー ル(コ ンゴ民主 共和 国)の モブ ツ大統領 は,私 的用途 のため
に国家予算 を 自分の思 うよ うに浪費 した」醐
旧ザ イールの対外 累積債務総 額 は500億ドル に も達 してい るが ジュ ビ リー2000によれば モ ブ ツ大統 領
が ス イスの銀 行 に預金 してい る金額 は50億ドル に達 してい る。SSACsの累積 債務 の内 の約30%が武器
購 入に関連 してい る といわ れてお り,債 務 の 内容 を明 らか に し,貸 手の責 任 を明確 にす る作 業が必 要 と
されてい る。(ω
先 進工業国諸 国の 金融 政策 と70年代 末 にお けるSSACsの主 要輸 出品 であ る一次 産品 価格 の下落 が結
合す る こ とに よ り,SSACs諸国 は債務 返 済 を履 行 す るため に さらに借款 に頼 り,新 規 借款 に よ り債 務
を返 済 しなけ ればな らない とい う債 務増大 の罠 に陥 ったので あ る。 また80年代初 頭以 降,国 際金融 市場
にお ける利子率 は一挙 に高騰 す るに至 り,70年代 に低利 で膨 大 な債務 借入れ を行 っていた途 上国は,当
初 予定 されてい た返済利子 の約3倍 の利払 い に直面 しなけれ ばな らなかった。
こ う したな かで現在,債 権国 政府 はHIPCsイニ シ アテ ィブ を打 出 し,HIPCsの債 務 返 済免 除措 置 を
打 照 して い る。 同 イニ シア ティブ は,SSACsの全 面 的 な市 場 開放 と規制 緩和 を条 件 と して進 め られ て
いるが,貸 手の責任 は一切不 問 に伏 してい る。
例 え対外 累積債務 返済が免 除 され た と して も,本 稿で指摘 した ように一次 産品経 済 に依拠 した経 済構
造 を維持 する限 り,SSACs経済の再生 を図 る ことはで きない。IMF・世銀 は市場経 済の導 入 を金 科 玉条
の ように振 りか ざしてい るが1980年に採択 され た ラゴス プラ ン(LagosPlanofActionforlheEconomic
DevelopmentofAfrica)が指摘 してい るよ うに,「経 済開発 の基準 は人 々(people)の福祉 の増 進のみ に
置か れ るべ きであ り,構 造調整 プログラムや開発 計画が 人 々を限 りない悲惨 な状 況 に追い込 む もので あ
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